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２０１０年５月２５日 

武庫川流域委員会 

委員長 松本誠様 

千代延明憲 

 

千苅ダム治水活用を今次河川整備計画へ位置づけるべく十分な審議を 
～ 整備計画期間を３０年に延長してでも ～ 

 千苅ダムの治水活用について資料の検討をしました。兵庫県から提示された資料はま

だ不十分であり不明確な点もありますが、流域住民や兵庫県の最大の希望である武庫川

下流築堤区間の治水安全度を短期間に飛躍的に高めるため、原案を修正して千苅ダム治

水活用を今次整備計画に位置づけていただくよう十分な審議をお願い致します。 

 以下、今後の審議の参考になればと考え、私なりの検討過程を途中の段階ですから極

めて不十分ですが順を追ってお示し致します。 

 

１．兵庫県の考え方 

 １）ダムの治水活用容量     

   ①予備放流        500 万 m3 

   ②現行の洪水期水位活用  167 万 m3 

   ③水源余力活用      260 万 m3 

    合  計        927 万 m3  

  

 ２）ダム活用の治水効果 

  ・基本方針降雨時で最大 472m3/s 

  ・戦後最大降雨時で最大 490m3/s 

  

 ３）治水活用容量確保のための課題（兵庫県の問題意識） 

 課     題 

１．予備放流 A）雨量等のデータ蓄積による放流確実性の追加確認 

B）放流設備新設による費用負担 

C）放流による水質悪化対策 

２．洪水期水位活用 A）１－B）に同じ 

B）１－C）に同じ 

３．水源余力活用 A）千苅ダムや神戸市に余力はないが、尼崎市で３万 m3/日の

余力を活用できる可能性がある。これを神戸市に導水して生ま

れる千苅ダムの余力を活用すれば 290万m3の治水容量が見込

めるが、以下 B）～E）の課題解消が必要。 
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B）１－B）に同じ 

C）余力分を上ヶ原浄水場に導水することに対する機能復旧 

D）余力分の受水に伴う水道費用の補償期間 

E）１－C）に同じ 

 

２．治水活用容量確保のための課題に対するコメント 

 １）１－A）「雨量等のデータ蓄積による放流確実性の追加確認」に関して、何故あのよ

うにデータが少ないのか理解できない。これについては兵庫県に説明を求めたい。 

 

 ２）１－B）「放流設備新設による費用負担」に関して、兵庫県が利水ダムの一部治水転

用を必要とするがゆえに発生する事業費であるから、ダムの設備としての機能向上が

あるとはいえ、それについては兵庫県が全額負担すべきであろう。 

 

 ３）１－C）「放流による水質悪化対策」に関して、予備放流後の“空振り”対策を含む

リスク管理の一環として千苅浄水場（現在は千苅ダムからのみ取水可能）からしか給

水できない神戸市北区へ、阪神水道企業団の浄水を給水できるように送水管敷設及び

送水設備設置の事業を行えば、“空振り”対策実現とともに放流による水質悪化問題も

解消される。なお、神戸市北区への必要給水量は、日量４～５万 m3 である。 

   当該事業費の見積り額を明らかにし、加えて兵庫県と神戸市の負担割合を協議して

決めねばならない。この事業は、神戸市にとってもリスク管理上も水質管理上も大き

なメリットをもたらすので、応分の負担は当然すべきである。 

   なお、神戸市は現在、神戸市北区への阪神水道企業団からの浄水の給水エリア拡大

のため、奥平野浄水場から送水管延長事業を進めつつあるが、今のペースでは北区全

域へ拡大できる時期の目途は全くたてられない。 

 

４）３－A）「千苅ダムや神戸市に余力はないが、尼崎市で３万 m3/日の余力を活用でき 

る可能性がある。これを神戸市に導水して生まれる千苅ダムの余力を活用すれば 290 

万 m3 の治水容量が見込める・・・」に関して、神戸市に現在余力がないと判断した結

果尼崎市の余力活用を考えたのであろうが、神戸市に余力がないということ自体理解

しがたい。 

   添付の参考資料の表－２で過去１０年間を振り返ってみると、阪神水道企業団から

神戸市への給水量は１日平均で給水可能量の 70％である。１日平均で 29 万 m3/日もの

余力がある。極めて堅い見方であるが 10 年間の１日最大給水量を見ても 7 万 m3/日の

余力があるといえる。 

   以上の実態からすれば、尼崎市の余力を譲渡してもらう必要はないのではないか。

ちなみに、参考資料の表－１で過去１０年間を見ると、阪神水道企業団を構成する４
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市（神戸、尼崎、西宮、芦屋）合計で１日平均 35 万 m3/日、10 年間の１日最大給水量

で 17 万 m3/日の余力があるこというのが実態である。従って、神戸市があくまで現状

に余力ナシと判断するのであれば、他の３市から余力の譲渡を受ける方策は十分残さ

れている。 

   なお神戸市は、阪神水道企業団からの給水可能量を、現行１日最大 672 千 m3 から

平成 23 年度には 653 千 m3 に 19 千 m3 引下げることを決定している。この事実から

しても、神戸市は少なくとも現状は余力ありと判断していると考えざるをえない。 

 

 ５）３－C「余力分を上ヶ原浄水場に導水することに対する機能復旧」に関しては、課題

の内容が理解できない。これについても兵庫県に説明を求めたい。 

 

 ６）３－D「余力分の受水に伴う水道費用の補償期間」に関しては、他市から余力の譲渡

を受けるか、または神戸市の現有の確保水源で対応するか、いずれで対応するにして

も、千苅ダム治水活用開始後新たに発生するランニングコストについては兵庫県の応

分の負担は避けられない。先ずは大きな課題である３－A）を詰める必要がある。 

 

以上の他に兵庫県、神戸市で合意すべき事項として、ダムの治水活用の対価があると思 

われる。 

 

３．千苅ダム治水活用に関し、兵庫県・神戸市の間で早期合意に至るために残された課題 

 １）千苅ダムの放流設備新設事業費の負担割合の決定・・・＜前述の通り兵庫県が全額

負担すべきと考える。＞ 

   なお、阪神水道企業団からの浄水を、千苅浄水場に送水できるよう送水管敷設及び

送水設備新設の事業を千苅ダムの放流設備新設より先行させれば、放流設備新設事業

費は大きく縮減の可能性があるのではないか。（兵庫県の試算では、ダムに貯水した状

態で工事を進める前提で事業費を 310 億円としているが、ダムの水を空にして工事を

施工すれば工事費は安くなると考えられる。） 

 

 ２）阪神水道企業団からの浄水を、千苅浄水場に送水できるよう送水管敷設及び送水設 

備新設の事業費を算定し、この事業費について兵庫県・神戸市の負担割合を決める。 

加えて、ランニングコスト等についても同じく負担割合を決める必要がある。 

いずれにしてもこの事業費は巨額になると予想されるだけにここは大きなポイントに 

なると思われる。 

この場合、既設の千苅ダムから上ヶ原浄水場への「千苅導水路」の一部活用につい 

て検討し、事業費縮減の可能性を探る必要がある。 
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 ３）兵庫県が負担すべき千苅ダムの治水活用の対価（ダム利用料）なしには、すなわち 

無償で神戸市に応ずるよう求めることは難しいのではないか。 

  

４．千苅ダム治水活用を今次計画に位置づけるべく整備期間延長も含めた十分な審議を 

 千苅ダムの治水活用は、新たな環境問題を発生させないこと、及び事業費（イニシャル

コスト及びランニングコスト）について、神戸市との間で合意に至れば効果発現までに要

する年月は１０年も要しないと思われる。新規ダム実現に比較すれば、すべての面で難易

度は格段に低い。神戸市が水道のユーザーである神戸市民・事業者に対し、納得のいく説

明ができるよう、兵庫県は理にかなった条件を提示し、合意点を見出して欲しい。 

 問題は整備計画の総事業費であるが、整備計画原案では総事業費は概算約 420 億円

（2,720m3/s→3,510m3/s）で内訳は次のように示されている。 

・ 河道対策（2,500m3/s→3,200m3/s）：事業費約 320 億円 

・ 洪水調節設備の整備（220m3/s→280m3/s）：事業費約 30 億円 

・ 流域対策（0m3/s→30m3/s）：事業費約 70 億円 

 整備計画原案の総事業費に千苅ダムの治水活用事業費を加えて、なお整備期間は２０年

とするのは財政面で負担は相当過大になると思われる。従って、整備期間３０年、甲武橋

地点の流量配分 4,000m3/s（3,510m3/s＋490m3/s）、事業費 420 億円＋千苅ダム治水活用

事業費に改めてでも、千苅ダムの治水活用を今次整備計画に位置づけていただきたい。 

 これにより、流域住民や兵庫県の悲願ともいうべき下流築堤区間の安全度を短期間にか

つ飛躍的に高めることが実現するのである。 

以 上       
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参考資料 

 

表－１     阪神水道企業団の現有給水能力と給水実績 
                                 （単位：m3） 

給水実績 給水能力との差異  

年度 

給 水 

能 力 １日最大 １日平均 １日最大との差異 １日平均との差異 

H11 1,128,000 941,500 770,209 186,500  (83.5) 357,791  (68.3) 

H12 1,128,000 953,850 767,933 174,150  (84.6) 360,067  (68.1) 

H13 1,128,000 954,700 766,838 173,300  (84.6) 361,162  (68.0) 

H14 1,128,000 949,880 763,492 178,120  (84.2) 364,508  (67.7) 

H15 1,128,000 902,400 756,338 225,600  (80.0) 371,662  (67.1) 

H16 1,128,000 865,660 752,963 262,340  (76.7) 375,037  (66.8) 

H17 1,128,000 886,710 751,175 241,290  (78.6) 376,825  (66.6) 

H18 1,128,000 892,700 748,509 235,300  (79.1) 379,491  (66.3) 

H19 1,128,000 894,910 747,575 233,090  (79.3) 380,425  (66.3) 

H20 1,128,000 908,210 742,241 219,790  (80.5) 385,759  (65.8) 

（注）（ ）内の数値は、給水能力に対する給水実績の比率 

 

 
表－２  阪神水道企業団から神戸市への 1 日最大給水可能量と給水実績 
                                 （単位：m3） 

給水実績 １日最大給水可能量との差異  

年度 

１日最大

給水可能

量 

１日最大 １日平均 １日最大給水実績

との差異 

１日平均給水実績 

との差異 

H11 672,381 591,359 470,667 81,022  (87.9) 291,714  (70.0) 

H12 672,381 595,680 470,667 76,701  (88.6) 291,714  (70.0) 

H13 672,381 596,800 470,667 75,581  (88.8) 291,714  (70.0) 

H14 672,381 594,820 470,667 77,561  (88.5) 291,714  (70.0) 

H15 672,381 575,700 470,667 96,681  (85.6) 291,714  (70.0) 

H16 672,381 541,950 470,667 130,431  (80.6) 291,714  (70.0) 

H17 672,381 572,290 470,667 100,091  (85.1) 291,714  (70.0) 

H18 672,381 570,500 470,667 101,881  (84.8) 291,714  (70.0) 

H19 672,381 564,580 470,667 107,801  (84.0) 291,714  (70.0) 

H20 672,381 583,670 470,667 88,711  (86.8) 291,714  (70.0) 

（注）（ ）内の数値は、給水可能量に対する給水実績の比率 
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